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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、①2018年にインドネシア・スラウェシ島中部の内陸直下型地震(Mw 
= 7.5）によってPalu市内の数ヶ所で発生した緩い傾斜地盤の長距離流動化現象に着目し、その原因を地質構造
と地盤特性の両面から究明し、②世界の類似の地域で、同規模の地震により、同様の被害が引き起こされる危険
性の評価を行うことである。本研究では、現地調査データの分析、現地土の室内土質試験、模型実験および地質
構造を再現した数値シミュレーションを通じて、内陸直下型地震における低勾配地盤のすべりの脆弱性のメカニ
ズムを解明し、流動距離の評価方法を確立した。

研究成果の概要（英文）：The objectives of this study are: (1) to focus on the long-distance 
fluidized failure of gently sloped ground in several locations of Palu city caused by the 2018 
Central Sulawesi Earthquake (Mw = 7.5), Indonesia, and to determine its causes from both the 
geological structure and the geotechnical features, and (2) to assess the risk of similar damage 
caused by earthquakes of similar magnitude in similar regions of the world. Based on data analysis 
of field investigations, laboratory tests of collected soils, model tests and numerical simulations 
reproducing the geological structure, the mechanism of vulnerability of gently sloped ground during 
inland earthquakes was elucidated and methods for evaluating the flow distance was established.

研究分野： 地盤工学・地盤防災学

キーワード： Palu震災　直下型地震　緩傾斜地盤　長距離流動　液状化　水膜現象
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果により、同規模の地震を想定して、我が国で類似の地質構造を有する地域のハザードマップを作成
することが可能となり、その地震防災対策の策定およびレジリエントな街づくりに大きく貢献できる。また、大
地震時における社会基盤施設の安定性向上について新たな指針を与えることに、本研究は豊富な社会的意義を有
している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１. 研究開始当初の背景 

2018 年スラウェシ中部地震（インドネシア）

により Palu 市で勾配１～４％の地盤の複数箇

所で大規模な流動性のすべりが発生し、死

者２、０００人以上の人的被害および社会基

盤施設の甚大な被害をもたらした。本地震に

よって大規模な地盤流動（数百 m～1km 以

上）が、少なくとも４箇所（Balaroa、  Jono 

Oge、 Petobo と Sibalaya）で同時に発生し

た（図１）。Palu 市内の被害は、特殊な土質、

地形・地質、地盤の液状化に伴う水膜現象あ

るいは被圧地下水と、それらの複合的な要因

で引き起こされたのではないか、と思われる。

そこで、本研究の核心には「このような大規模

な流動化に対して他のどのようなメカニズムが

関連しているのか」という学術的な問い掛けが

存在する。 

２. 研究の目的 

2018 年スラウェシ中部地震によって発生した地盤の長距離流動は単に液状化および被圧地下

水の影響だけでなく、水膜現象の影響が大きいと思われる。このような水膜現象による長距離地

盤流動がどのような条件下で発生するのかを見極め、その対策案を示すことは、似たような地質

構造を有する我が国並びに多くの地震国において、地盤災害リスク評価を行う上で極めて重要

である。したがって、今回の地震に対する現地調査の結果を踏まえた情報収集およびそれらのデ

ータの詳細な分析、現地で採取した土の試料の室内試験、現地の地質構造を再現した模型実験お

よび数値シミュレーションを実施し、原因究明と今後の災害対策の提案が必要不可欠と判断し、

本研究の実施に至った。本研究の目的は、スラウェシ中部地震のような内陸直下型地震によって

発生した緩い傾斜地盤の長距離流動化に着目し、その原因を地質構造と地盤特性の両面から究

明し、同規模の地震により、同様の被害が引き起こされる危険性の評価を行うことである。 

３. 研究の方法 

上記の研究目的の達成に向けて、本研究で下記の方法を取り入れた。 

１. 現地調査を踏まえた情報収集・データ分析 

２. 現地土の要素試験（粒度分析、繰返し３軸、中空ねじりせん断、ベンダーエレメント） 

３. 模型実験（１次元液状化、振動台模型、遠心模型） 

４. 現地の地質構造を再現した数値シミュレーション 

以下に、そのいくつかの研究の実施方法および成果を記述する。 

４. 研究成果 

４.１ 現地調査によるデータ分析 

 図 2 は、Petobo 地域における、JICA が実施したボーリング調査と粒度試験の結果を再分析

して作成した地層想定断面図

である。基盤層の上位に分布

する礫質土層は上流の扇状地

から連続する帯水層であり、

地すべり域内では透水性の比

較的低いシルト質砂層または

砂質シルト層に覆われてい

る。しかし、流動域の直下で

は、礫質土層の厚さが極端に

薄くなり、次第に消失する。こ

の特殊な地盤構造は、礫質土

層とその上の厚いシルト質砂

層内の地下水に高い圧力が形

図 1 地震断層と長距離地盤流動の位置 

図 2 地震後の Petobo 地域の地層想定断面図 
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成されやすいことを意味する。礫質土層の上位に分布するシルト質砂層の地震後の N 値は

N=10-20 と比較的高い値であった。しかし、地震前に被圧地下水が存在した場合、このような

地盤でも地震時には液状化が発生する可能性が高くなると言える。なお、地すべり域内で滞水礫

質土層の分布が消失する特殊な地層構造は、Petobo だけでなく、その他の

地域（Balaroa、 Jono-Oge、 Sibalaya）で行われたトレンチ調査からも確

認されている。 

図 3 に地震発生後に Sibalaya で行ったトレンチ調査の結果を示す。図中

に、地盤のサンプリングを行った地点を青丸で示す。これらの地点は、上か

ら順に Sibalya 1-1～Sibalaya 1-8 と命名した。図 4 に採取した試料の粒径

加積曲線を示す。粒度による液状化判定（赤線）の結果 Sibalaya1-8 以外は

液状化発生の可能性が高い範囲に含まれていることが分かる。表 1 に粒度分

布から得られた指標を示す。全ての試料において、均等係数が 10 を超える

良配合であり、砂礫の含有率に着目すると、ほとんどの層が砂礫を主体とし

ていることがわかる。一方で、Sibalaya 1-6、Sibalaya 1-8 においては、シ

ルトおよび粘土を主体としており、細粒分含有率 Fc は 70%を超えているこ

とから、他層と比べると低透水であることが推測される。Sibalaya 1-7 が位

置する砂礫層が液状化したと仮定すると、Sibalaya 1-6（低透水層）と

Sibalaya 1-7（液状化層）の間に水膜が形成される可能性が高いといえる。 

 

 

 

４.２ 現地土の要素試験 

 ここでは、地震発生後に採取された実際に液状化したと推察される非塑性細粒分を多く含む

現地土を用いて、ベンダーエレメント(以下、BE)試験を行い、せん断弾性係数 G を算出した。

そして、細粒分がせん断弾性係数 G に与える影響を調査するため、複数の細粒分含有率(0〜75%)

に再配合した供試体を作製し、試験を行った。ここでは間隙比 e だけでなく、混合土でよく用い

られる等価骨格間隙比 egeを用いて幅広い細粒分含有率の土に対して、統一的にせん断弾性係数

G を評価する式の提案を試みた。 

 細粒分含有率（FC）がせん断弾性係数 G に及ぼす影響を調査するため、細粒分を多く含む地

層の Sibalaya 1-8 (FC≒75%)の現地土（表１）を用いて BE 試験を行った。試料の礫分が少量

であり、本研究で用いた供試体の寸法がφ=50mm、h=100mm のため試料を 2mm 以下に調整

し、試験に用いた。また、細粒分による影響を調査するため、粗粒分と細粒分を分けて再配合し、

複数の細粒分含有率(0、10、20、30、40、50、75%)に調

整した試料で試験を行った。試験は供試体の両端に設置し

た BE を用いて供試体を伝搬する弾性波を送受信すること

により、伝搬時間を測定し、せん断弾性係数 G を算出する。 

本研究ではそれぞれ三軸セル内の上部キャップと下部ぺ

デスタル BE を設置し、電圧波形を与えて弾性波を発生さ

せ、試験を行った。有効拘束圧を 50、100、200、400 kPa

と段階的に載荷させ、それぞれの等方圧密条件下で試験を

行った。正弦波で周波数を 2.5〜25 kHz と変化させ、せん

断弾性波を発生させた。せん断弾性波伝搬時間の決定には

Start-to-Start 法を用いた。 

名称 Sibalaya1-1 Sibalaya1-2 Sibalaya1-3 Sibalaya1-4

礫(>2mm) 28.2 24.3 43.6 58.0

砂(2mm～75μm) 54.4 58.0 51.4 38.0

シルト(75μm～5μm) 17.3 17.8 4.0 3.4

粘土(<5μm) 0.1 0.0 1.0 0.6

均等係数 Uc 25.00 18.33 11.33 42.11

曲率係数 Uc' 1.33 1.36 0.79 0.32

細粒分含有率 Fc % 17.4 17.8 5.0 4.0

名称 Sibalaya1-5 Sibalaya1-6 Sibalaya1-7 Sibalaya1-8

礫(>2mm) 25.8 0.8 43.7 0.8

砂(2mm～75μm) 68.7 27.0 52.9 25.8

シルト(75μm～5μm) 5.6 52.8 3.0 49.0

粘土(<5μm) 0.0 19.4 0.5 24.4

均等係数 Uc 10.42 13.46 11.50 16.57

曲率係数 Uc' 0.96 0.89 0.86 0.97

細粒分含有率 Fc % 5.6 72.2 3.4 73.4

図 3 Sibalaya 地域 

の地層構造 

図４ 各試料の粒径加積曲線 

表 1 各試料の粒度分布に関する指標 

図５G と egeの関係（b=0.5） 



 図５に有効拘束圧σ'0=50 kPa で例えば寄与率 b を 0.5

に決定しせん断弾性係数 G と等価間隙比 ege の関係を示

す。また、Hardin and Richart が提案した評価式も併せ

て示す。図より、細粒分含有率 FC=50、75%では寄与率 b

が減少すると等価骨格間隙比 ege は大幅に増加しているこ

とがわかる。一方、FC≦40%では寄与率 b が大きくなる

とプロットが分散される。FC=0〜75％では寄与率 b を一

律に決定することが難しいため、FC によって場合分けを

行い、寄与率 b を決定する必要があると考えられる。 

図６に有効拘束圧が 50 kPa での細粒分含有率 FC ごと

にそれぞれ別の寄与率 b を決定した場合のせん断弾性係

数 G と等価間隙比 ege の関係を示す。FC が 0%の場合は

寄与率 bを変化させても等価骨格間隙比 ege=間隙比 eのた

め、グラフのプロットが移動することはない。そのため、細粒分含有率 FC=0%が評価式とプロ

ットするように Hardin and Richart の式の実験定数を変化させ決定した式を用いて細粒分を含

む試料の寄与率 b を決定した。 実験定数を変化させたものの、細粒分含有率が 0〜75%の場合

では寄与率 b を骨格構造が変化する FC 毎によって場合分けを行うことによってせん断弾性係

数 G と等価骨格間隙比 egeの間に式を用いて関係を示す事ができた。 

 

４.３ 現地の地質構造を再現した数値シミュレーション 

ここでは、現地の地盤情報をもとに緩斜面地盤モデルを構築し、2 次元有効応力解析法により、

長距離流動現象の再現とその発生メカニズムの解明を試みた。まず、入手可能な地盤情報などか

ら地盤環境の特徴を反映した地盤モデルを作成し、排水条件下で地震応答解析を行い、地震動収

束後も解析を継続した。これにより、一定時間経過後に地盤流動が発生する「遅れ破壊現象」が

数値解析で再現されることを確認した。また、その発生過程を観察し、遅れ破壊現象の発生メカ

ニズムを推定した。なお流動の発生要因として、灌漑用水路からの流入や、流動域の地下水が定

常的に被圧された状態であったことなどが推測されているが、本研究では、それらの影響は解析

条件としては考慮せずに、まず第 1 段階として、地層構造のモデル化のみで地盤流動現象の解析

を試みた。 

本研究では、緩斜面モデルとして、最も被害が大きい Petobo 地域における地盤調査結果を参

照し、その地層構造を参考にモデル化を行った。被害を受けた地域は全長およそ 2 km、面積は

1.4 km2であり、流動域の中部から下端部にかけての居住地域が地盤流動による厚い堆積物で埋

まり多くの人が生き埋めとなった。Petobo 地域も他の地域と同様、地表面の傾斜角は約 2 度（約

3.5%）と小さく、地震動が収束してから数分後に地盤流動が始まったことが地元住民の証言か

らわかっている。被害が発生した地域では、被災後に複数のボーリング調査が実施されている。

今回はそのうち流動域の地盤を代表すると考えられる中間付近かつ流動域外に位置するボーリ

ングデータを参照した。ボーリングデータのもとに単純化した地盤モデルは、層分割図と有限要

素分割図を座標系とともに図７に示す。地下水位の初期深度は GL-2 m と仮定した。入力地震動

は、Balaroa 地区の地盤流動域の上流部に位置するインドネシア気象庁の地上の観測点で得られ

た加速度記録である。 

 

 

 

 

 

 

 

図６G と egeの関係（紫の線は評価式

に基づく） 
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図７ 解析モデル：(a) 層分割図、(b) 解析メッシュ 



緩く傾斜した砂質土とシルトの互層構造が、大規模流

動の発生要因となり得るかどうかを検証するため、それ

らの透水係数の違いに着目し、表 2 に示すように地盤

モデルを Case 1 と Case 2 として地盤の挙動を比較し

た。本解析では、いずれも液状化層の透水係数を ksand = 

1×10-4 m/s とし、表層のシルト層（GL 0 から -5 m）の

透水係数を Case 1 では ksilt = 1×10-6 m/s、Case 2 では

液状化層と同じ ksilt = 1×10-4 m/s とする。 

時間経過に伴う過剰間隙水圧の深度方向の推移を確

認するため、図 8 に示す解析開始後 300 秒までの過剰

間隙水圧の深度分布について考察する。斜めの破線は、

地盤が水平であると仮定した場合の初期の有効上載圧

を示す。まず Case 1 について、図 8(a)より、GL-6 m

以深の砂層では過剰間隙水圧が時間経過に伴い消散し、

300 秒時点で深さによらず約 65 kPa の一定値を示して

いる。この時点で過剰間隙水圧が初期の有効上載圧をわ

ずかに上回っているのは、上で述べたように初期の有効

上載圧の算定にあたり地盤の傾きを考慮していないた

めの誤差によるものと思われる。 

一方、GL-5 m 以浅のシルト層では過剰間隙水圧は

徐々に上昇していることがわかる。このことは、砂層で

発生した過剰間隙水圧が時間経過に伴いシルト層へと

流入していることを示している。また、GL-5 m では約

250 秒後に過剰間隙水圧が初期の有効上載圧にほぼ等

しい状態となっており、地盤が支持力を失っている。こ

のことからもGL-5 mの砂層とシルト層の境界部がすべ

り面となっていることがわかる。 

次に図 8(b)に示す Case 2 の水圧分布では、加振によ

り上昇した過剰間隙水圧が、時間経過とともに消散して

いることがわかる。本ケースの場合、過剰間隙水圧消散

に伴う間隙水が層境界に滞留せず速やかに上層に抜ける

ため、有効応力が低下せず大きな変位が発生しなかった。

ただし、300 秒時点での地表面付近の過剰間隙水圧は約 10 kPa となっており、これが地表面の

要素に大きな体積ひずみと変位が生じた原因であると思われる。 

上記より、緩く傾斜した水平成層を仮定した場合の遅れ破壊現象の発生メカニズムは以下の

ように推察される。地震動により砂層内に発生した過剰間隙水圧は、土中に動水勾配を発生させ

間隙水を移動させる。砂層の上にシルト層のような透水係数の小さな層が存在する場合には、間

隙水は地表面への経路が阻害されるため、層境界付近に徐々に滞留する（水膜の形成）。このた

め、層境界付近では地盤が膨張し(Void redistribution)、それに伴い有効応力が徐々に低下する。 

 

４.４ まとめ 

本研究では、2018 年スラウェシ中部地震により発生した緩傾斜地盤の長距離流動の発生メカニズ

ムを解明する目的で、現場調査、室内土質試験、および数値シミュレーションを実施した。以下に本研

究から得られた主な結論を述べる。 

１） 流動域内では上流の扇状地から連続する砂礫層が分布するが、その層厚は流動域内で急激に

薄くなる傾向が、すべての流動個所で確認された。 

２） 流動崩壊が発生したすべての地域の地質構造は低透水層（キャップ層）が砂礫層に挟ま

れており、水膜が発生する可能性が高い。 

３） 砂層の上に低透水層が存在する場合、間隙水は地表面への経路が阻害され、層境界付近

に徐々に滞留し、水膜が発生し、緩傾斜地盤でも流動破壊が生じる。 

４） 地盤内に複数のキャップ層が存在した場合、過剰間隙水圧の消散が遅れ、水膜が形成し

やすくなる。 

 Layer 1 Layer 2 

Cases ksilt ksand 

Case 1 1×10-6 1×10-4 

Case 2 1×10-4 1×10-4 

図８ 過剰間隙水圧深度分布 

   (a) Case 1、(b) Case 2 

表２ 解析ケースごとに与えた透水係数(m/s) 
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